
**出典：日本分：総務省「就業構造状況調査（平成１９年度）」
米国分：日本労働研究機構が実施した「大卒ホワイトカラーの雇用管理に関する国際調査（平成９年）」（主査：小池和夫法政大学教授）
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【企業の研究者に占める
博士号取得者の割合（2009年）】＊

*（OECD 資料を基に作成）

【米国の上場企業の管理職等の最終学歴】** 【日本の企業役員等の最終学歴
（従業員500人以上）】**

１．７％中卒・小卒

２３．６％高卒

７．４％短大・高専、
専門学校卒

６１．４％大卒

５．９％大学院卒

４０．９％３８．０％３８．４％MBA取得
（全体中）

０．０％９．８％３．０％四年制
大卒未満

５６．１％４３．５％３５．４％四年制
大学卒

４３．９％４５．６％６１．６％大学院
修了

０．０％５．４％１４．１％PhD取得

経理部長営業部長人事部長

日本：科学技術研究調査、アメリカ：NSF,SESTAT
その他の国：OECD Science, Technology and R&D Statistics のデータを基に作成

技術と経営を俯瞰したビジネスモデルを創出できる人材育成の実現

⃝ 我が国の大学院教育は専門分化が著しい現状
⃝ 大学院において専門性を身に付けた人材が経営等企業のフィールドで活躍する姿がグローバルスタンダード
⃝ 市場におけるニーズ変化のスピードに素早く対応するため、技術と経営を俯瞰してビジネスモデルを創出できる

人材が求められている。

MBA・MOT等による高度専門職人材の育成

MBAを通じた国際的に通用するビジネスリーダーの
養成の充実

専門分野の枠を超えた体系的な大学院教育の確立

学生は、

・多様な学生の結集

・複数の研究室を経験

・論文研究に向けた基礎力の強化

教員は、

・専門性が異なる教員の連携

・複数教員による指導

・産学官が参画した教育の実施

具体的取組

MOT（技術経営）を通じた技術と経営を横断する高
度人材の養成の充実

各界各層で活躍するリーダーを輩出する
「リーディング大学院」の構築

MBA、MOTを含む専門職大学院に関する質の保証
（カリキュラムの充実、認証評価制度の充実等）

プログラムの企画段階から産・学・官が参画

入試

リーダーとしての質を保証

博士論文

研究計画書審査

大学国際機関 行政機関 企業 研究機関

専攻分野の選択

研究指導

分野を超えた研究室ローテーション等

コースワーク

基礎的能力の包括的審査

リーディング大学院
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③ 研究者の組織化など、
大学としての総合的な
研究力の向上のための
マネジメント改革。

大学の研究成果を活用した新産業の創出

２．現状

「成長による富の創出」のため、豊富な民間資金、多様な人材、
優れた技術力などの我が国の潜在能力を引き出し、新たな需
要や市場といった社会的価値を創出することが必要。

新たな社会的価値を創出するには、大学
における研究成果の活用が極めて重要

・個々の研究者が研究室単
位で、縦割り。

・新しい社会的価値の創出
の観点からの研究者の組織
化等が不十分。

③大学の組織的取組

１．我が国経済再生への命題

①企業の研究開発(企業の研究開発投資の現状)

・企業の研究の開
発の9割は既存技術
の改良。

・新しいビジネスモ
デルの伴う価値創
造に結びついてい
ない。

【企業の研究の開発内訳】

第１回 産業競争力会議 配布
資料資料５（経済産業大臣提出
資料）

②大学発ベンチャー企業

・大学発ベン
チャー企業が、技
術リスクと事業リス
クを乗り越えて簇
生できておらず、
価値創造に結び
ついていない。

平成23年度 大学等における産学連
携等実施状況について（文部科学
省）

○ 成長による富の創出のため、国立大学に出資を行い、産学連携等による実用化のための共同研究開発の推進
○ 実施状況を踏まえつつ、大学による、大学発ベンチャー支援ファンド等への出資を可能とする制度改正の検討

① 大学の市場破壊的・創造的な研究と、
企業が連携して事業化を図ることにより、
新しい社会的価値を創出。

② 研究成果を活用した大学発ベン
チャー企業等を、資金・マネジメントな
ど多面的に支援し、その簇生を図るた
めのプラットフォーム形成。

３．対応策
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